
  

第 ０ ７ － ０ ５ ４ 号 
２００７年４月２７日 

平成１９年３月期決算について 
ANA グループでは、本日４月２７日（金）、平成１９年３月期決算をとりまとめました。詳細は別添

の「決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成１９年３月期の連結業績 
（１）連結経営成績 
①概況 
・景気回復が持続する中、ビジネス需要を中心に旅客需要が堅調に推移しました。新運賃導

入や競争力強化に向けた各種施策の展開、またネットワークの拡充も貢献し、増収を確保し

ました。 
・需給適合の推進による運航コストの削減をはじめとして、各種費用削減に努めましたが、原

油価格は高水準で推移しており、燃油関連費用が前年比約３１％増になるなど、費用につい

ても増加をしました。 

リース機材の返却に伴う諸費用を営業外費用として計上したことにより、経常利益は前年実績

を下回りましたが、営業収入は３期連続、営業利益は２期連続過去最高を更新しました。 
また、当期純利益は平成１３年３月期に次ぐ過去２番目の水準となりました。 

                                                      単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成１９年３月期 平成１８年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

営 業 収 入 １４，８９６ １３，６８７ １，２０８ １０８．８ 
営 業 費 用 １３，９７４ １２，７９９ １，１７４ １０９．２ 
営 業 利 益 ９２１ ８８８ ３３ １０３．８ 
営 業 外 損 益 ▲ ２９６ ▲ ２２０ ▲ ７５ ――― 
経 常 利 益 ６２５ ６６７ ▲ ４１ ９３．７ 
特 別 損 益 ▲ １１５ ▲ １４３ ２８ ――― 
当 期 純 利 益 ３２６ ２６７ ５９ １２２．２ 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

平成１９年３月期 平成１８年３月期 増減 
【セグメント情報】 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

航 空 運 送 事 業 １２，４８７ ７９７ １１，３２６ ７４１ １，１６１ ５６ 
旅 行 事 業 ２，０８０ １９ １，９９４ ３２ ８５ ▲１２ 
ホ テ ル 事 業 ６６６ ５２ ６６３ ４６ ２ ５ 
そ の 他 の 事 業 １，９６８ ５６ １，９０９ ６７ ５９ ▲１１ 

※連結子会社９５社  持分法適用非連結子会社５社 持分法適用関連会社２０社
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②国内線旅客事業  
・他社の幹線への参入により競争が激化しましたが、４月搭乗分から全路線に導入した新運

賃「旅割」、沖縄キャンペーンの展開など需要喚起を図りました。 
・増席を図ったスーパーシートプレミアム、９月１日より開始したチェックイン不要の新しい搭乗

スタイル「スキップサービス」の展開など、競争力強化に取り組んでまいりました。 

結果として、前期の「愛・地球博」のような観光需要を喚起する要素が少ない中でも、旅客数、

収入ともに前年実績を上回ることができました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成１９年３月期 平成１８年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ７，２６０ ６，８５０ ４０９ １０６．０ 
旅客数（千人） ４６，４７１ ４５，４７４ ９９７ １０２．２ 
座席キロ（百万座席キロ） ６２，４１４ ６０，９７３ １，４４１ １０２．４ 
旅客キロ（百万人キロ） ４０，５６４ ３９，７１２ ８５１ １０２．１ 
利用率（％） ６５．０ ６５．１ ▲０．１ ――― 

 

 

③国際線旅客事業  
・ビジネス需要が引き続き堅調であったことに加え、旅行についても「エコ割運賃」や中国キャン

ペーンの展開など積極的なプロモーションが奏功し、全体として好調に推移しました。 
・成田＝シカゴ線の再開や成田＝シンガポール線の増便、中国路線の増便など、ネットワーク

の拡充を着実な旅客増につなげる一方、関西＝青島線、関西＝厦門線などで機材の小型化

を図り、需給適合を進めました。 
・成田空港第１ターミナルビルへの移転を機に、スターアライアンス各社が同ターミナルビルに

集結することで、乗継時間を大幅に短縮させ利便性の向上を図るとともに、「簡単・便利」を目

指した「スマートｅサービス」やラウンジの充実などサービス向上に努めました。 

結果として、売上高、旅客数ともに過去最高の水準となりました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成１９年３月期 平成１８年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ２，７８４ ２，２９２ ４９２ １２１．５ 
旅客数（千人） ４，５５２ ４，１３５ ４１８ １１０．１ 
座席キロ（百万座席キロ） ２６，６０７ ２５，３３８ １，２６９ １０５．０ 
旅客キロ（百万人キロ） ２０，１４５ １８，７６９ １，３７６ １０７．３ 
利用率（％） ７５．７ ７４．１ １．６ ――― 



  

④貨物事業 
・国内線では、競争会社の参入もありましたが、景気回復に伴う荷動きの増加や増便した深夜

貨物便の貢献もあり、輸送実績は堅調に推移しました。 
・国際線では、活発な荷動きに加え、北米路線、中国アジア路線の増便などが奏功し、収入増

に貢献しました。 

結果として、国内線、国際線それぞれで輸送重量、収入ともに前年同期実績を上回り、郵便事

業を含めた売上高で、初めて１，０００億円を超えました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成１９年３月期 平成１８年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ３０５ ２９６ ９ １０３．１ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ４５８ ４４１ １７ １０３．９ 国内線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） ４４２ ４２７ １５ １０３．６ 
売上高（億円） ６２１ ５５３ ６８ １１２．３ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ２７８ ２４９ ２９ １１１．６ 国際線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） １，２７１ １，１３５ １３６ １１２．０ 

 
 
（２）連結財政状態 
・航空機の取得による有形固定資産が増加する一方で、流動資産が減少したことにより、総資

産は減少しました。 
・負債の部では、借入金の返済や社債の償還を着実に進め、有利子負債を７，４９４億円に圧

縮しました。 
・自己資本は、新会計基準の適用によるデリバティブ取引にかかわる評価損益（２３１億円）の

計上と当期純利益の計上により増加し、自己資本比率は２４．９％となりました。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成１９年３月期 平成１８年３月期 増減 

総資産（億円） １６，０２０ １６，６６８ ▲６４７ 
自己資本（億円） （注１） ３，９８２ ３，４６３ ５１９ 
自己資本比率（％） ２４．９ ２０．８ ４．１ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，４９４ ８，４６３ ▲９６８ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） １．９ ２．４ ▲０．５ 
注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

＜参考＞未経過リース料残高：３，０３７億円（前期末比＋３６０億円） 



  

（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前純利益５１０億円に減価償却費や営業

活動にかかわる債権債務の加減算を行った結果、１，５８７億円となりました。 
・投資活動によるキャッシュ・フローは、主に航空機取得による支出とリース化による売却、

また有価証券の償還の結果、１，２８２億円の支出となりました。 
・財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金返済や社債償還および配当金の支払いなど

により、１，００８億円の支出となりました。 
単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成１９年３月期 平成１８年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，５８７ １，２８５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲１，２８２ ▲４６４ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲１，００８ ▲３１ 

現金および現金同等物期末残高 １，７２２ ２，４２７ 

減価償却費 ８８６ ７６２ 

設備投資額 ２，５１９ ２，３５５ 

 
 
２．平成２０年３月期の見通し 
・景気回復の基調は継続し、航空需要は今後も堅調であることや各種差別化戦略の推進で航

空運送事業を中心に約６３０億円の増収を見込んでおりますが、ホテル事業セグメントが消滅

することから、営業収入は前年とほぼ同様の水準となる見込みです。 
・原油価格は引き続き高水準で推移することが懸念され、その動向が当社グループ経営に与え

る影響は大きく、営業利益、経常利益ベースでは減益を見込んでおります。 
・ホテル資産の売却による特別利益と航空機更新の加速などに伴う特別損失も見込みますが、

当期純利益は過去最高の水準を見込んでおります。 
・１株あたりの配当は５円を予定しております。なお、５円配当は平成４年３月期以来となります。 

かかる状況から、平成２０年３月期の通期業績予想を以下の通り策定しました。 

（配当金以外の億円未満は切り捨て） 

【平成２０年３月期見通し】 予  想 増  減 

営 業 収 入  （億円） １４，９００ ４ 
営 業 利 益  （億円） ７９０ ▲１３１ 
経 常 利 益  （億円） ４６０ ▲１６５ 
当期純利益  （億円） ６４０ ３１４ 
１株あたりの配当金（円） ５ ２ 

 

以上 


